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１．安全計画の策定等について
令和３年７月に福岡県中間市において、保育所の送迎バスに置き去りにされたこどもが亡くなるという大変痛
ましい事案が発生したことを受け、国は基準省令を改正し、令和５年４月より、事業所において安全計画の策
定を義務付けることとしました。

・安全計画では、事業所等の設備の安全点検の実施に関すること、従業者や児童に対し、事業所内での活動
はもちろん、散歩等の園外活動時や事業所等が独自にバス等による送迎サービスを実施している場合にお
けるバス等での運行時など施設外での活動、取組においても、安全確保ができるために行う指導に関する
こと、安全確保に係る取組等を確実に行うための職員への研修や訓練に関することなどを計画的に行うた
めのものであることが求められます。（基準省令第４０条の２）

・策定した安全計画について、事業者は実際にサービスを提供する職員に周知するとともに研修や訓練を定
期的に実施しなければならない。

・事業者は利用する児童の保護者等に対し、家庭での安全教育の実施等を促すなど児童の安全に関する連携
を図るため、事業所での安全計画に基づく取り組み内容等を入所時の機会において説明を行うなどにより
周知しなければならない。

・事業者は、PDCAサイクルの観点から、定期的に安全計画の見直しを行うとともに、必要に応じて安全計
画の変更を行うものとする。
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R4.12.15付事務連絡 保育所等における安全計画の策定に関する留意事項等について 抜粋 3
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２．自動車等を運行する場合の所在の確認等について

◆改正の趣旨
令和４年９月に静岡県牧之原市において、幼保連携型認定こども園において、送迎用バスに園児が置き去
りにされ、亡くなる事案が起きたことを受け、国は幼児等の所在確認と安全装置の装備の義務付けを含
む「こどものバス送迎・安全徹底プラン」を１０月に取りまとめました。これを受け、都道府県が条例で
障害児通所支援事業所等の運営に関する基準を定めるに際し、従わなければならない国の基準（児童福祉
法に基づく指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等）にバス送迎に当たっての
安全管理の徹底に係る規定を加える改正となりました。
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２．自動車等を運行する場合の所在の確認等について

◆改正の概要
①園児等の通園や園外活動等のために自動車を運行する場合、園児等の自動車への乗降車の際に、点呼等
の方法により園児の所在を確認すること

②通園用の自動車を運行する場合は、当該自動車にブザーその他の車内の園児等の見落としを防止する装
置を装備し、当該装置を用いて、降車時の①の所在確認をすること。

◆施行期日
令和５年４月１日（上記②については、経過措置として代替措置での対応可能）
※代替措置の例
ブザーその他の車内の園児の見落としを防止する装置を備えることが困難である場合は、令和６年３月
３１日までの間、車内の園児の所在の見落としを防止するための代替的な装置を講ずることとして差し
支えありません。
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＜参考＞
１．送迎用バスの置き去り防止を支援する安全装置のリストについて（内閣府HP）

URL：https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/anzen/list.html
URL：https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/anzen/pdf/anzen_list.pdf

２．安全管理マニュアル等について
下記、内閣府HPに「こどものバス送迎・安全徹底マニュアル」、「毎日使えるチェックシート」、
「送迎業務モデル例」が掲載されておりますので、適宜参考にしてください。
URL：https://www8.cao.go.jp/shoushi//shinseido/meeting/anzen_kanri.html
※研修動画や資料も掲載されておりますので、ぜひご確認ください。

３．補助事業について
沖縄県において国の事業を活用し、予算の範囲内で「こどもの安心・安全対策支援事業」として
下記の補助事業を実施予定
① 送迎用バスの改修支援
② ICTを活用した子どもの見守り支援
③ 登園管理システム支援
※補助対象は、令和４年９月５日以降に導入された備品等です。
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３．インクルーシブ保育に関する留意事項

◆改正について
令和４年１１月３０日に保育所及び児童発達支援事業所等の設備や職員を活用した社会福サービスを必要
とする児童等の社会参加への支援が進むよう、基準省令を見直し、必要な保育士や面積を確保することを
前提に、利用児童の保育に支障が生じない場合に限り、設備の共有や専従職員の兼務を可能とする改正が
行われ、令和５年４月１日より施行されました。

◆保育所等と児童発達支援事業所等が併設されている場合
①専従の人員の兼務の例について
保育所の満３歳時４０人が、併設する児童発達支援事業所の障害児２０人と交流する場合、保育士の人
員の基準については、それぞれ、保育所として満３歳時４０人の基準である保育士２人以上、児童発達
支援事業所として障がい児２０人の基準である保育士４人以上を満たしている場合に兼務を可能とする。

②特有の設備の共用の例について
交流を行う保育室の面積については、それぞれの面積基準に基づき、保育所として30㎡必要、児童発達
支援事業所として20㎡必要な場合、保育室の面積が50㎡以上を満たしている場合に供用を可能とする。
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３．インクルーシブ保育に関する留意事項

◆交流の際、「障がい児の支援に支障がない場合」として留意すべき事項
・「児童発達支援計画」において、保育所等との交流における具体的なねらい及び支援内容等を明記し、
障がい児又はその保護者に対して説明を行い、同意を得ること。

・障がい児一人一人の「児童発達支援計画」を考慮し、一日の活動の中で発達支援の時間が十分に確保さ
れるように留意すること。

・通所する障がい児やその保護者に対して、交流のねらいや障害児が共に過ごし、互いに学びあうことの
重要性を丁寧に説明すること。

・障がい児の発達状態及び発達の過程・特性等を理解し、一人一人の障害児の障害種別、障がいの特性お
よび発達の状況に応じた適切な支援および環境構成を行うこと。

・交流を行うにあたり、複数のグループに分かれて交流することや、一部の障がい児のみが交流を行うこ
とも想定されるが、その際には障がい児の障害特性や情緒面への配慮、安全性が十分に確保される体制
を整えるよう留意すること

・交流を行う際の活動等については、障がい児の障害特性や発達の段階等の共通理解が図られた上で設定
されることが望ましいことから、交流する保育所等の保育士等も交えながら検討していくこと

・支援を行う際には、「児童発達支援ガイドライン」の内容を参照し、また、「保育所保育指針」等の内
容についても理解することが重要であること
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